
コーポレート・ガバナンスの向上

真に患者さんのためになる革新的な新薬を創製するには、長期的

な協力関係を維持することができるパートナー企業の存在が不可欠

であると考えています。このため、当社は当該企業との事業上の関係

やシナジー創出などを総合的に勘案し、企業価値を向上させるため

の中長期的な視点に立ち、政策的に必要と判断した株式について

は保有しています。

中長期的な視点から当社の企業価値の向上につながるか否か

の判断については、年1回、取締役会において個別銘柄ごとに保有

目的や保有に伴う便益、リスク等を検証し、当該企業との事業上の

関係やシナジー創出等を総合的に勘案したうえで判断し、政策保有

株式全体の見直しにつなげています。なお、検討の結果、縮減を

行うことになった株式については、対話により投資先企業の理解

を得つつ、縮減を進めています。

また、政策保有株式全体の見直しの一環として、2018年度から

計画的に縮減を進め、2022年3月末までに44銘柄の縮減を行い、

貸借対照表計上額は1,140億円、連結純資産に占める政策保有

株式の割合は17.2%となりました。今後、中長期的に同割合を

10%未満にすることを目標に縮減を進めていきます。

政策保有株式に関する方針

当社は、取締役会で決議された内部統制システムの基本方針に

基づき社内体制を整備しています。また、内部監査部門（業務監査

部）による監査を通じて、コンプライアンスの確保、内部統制上の

問題の早期発見に努め、組織運営の適切性の維持・向上を図って

います。また、内部統制システムの整備・運用状況は、定期的に取締

役会に報告し、組織運営の継続的な改善を図っています。なお、社会

秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、

組織として毅然とした対応を取ることを周知徹底しています。

内部統制システム

います。

なお、経営会議は、監査役の出席、議事録の閲覧などを通じ、

監査の対象としています。

取締役会に上程する事項をはじめ、業務執行に関する重要事項

については、取締役社長以下、各部門を担当する取締役や執行

役員、関連部門の責任者などで組織する経営会議などにおいて

多面的な検討を行うなど、意思決定および業務執行の効率性、的確

性の維持・向上に努めています。また、執行役員制度を導入し、

権限移譲を図るなど、経営の効率化、意思決定の迅速化に努めて

業務執行体制

当社は、透明性の高い経営を目指すとともに、さまざまな機会で

事業活動に関する情報を適時適切に開示することの重要性を認識

し、行動規範の一つとして掲げています。IR（インベスター・リレー

ションズ）活動については、「正確・公平・公正・迅速」を基本姿勢と

して積極的に取り組んでいます。

決算情報など適時開示情報は、東京証券取引所の適時開示情報

伝達システム（TDnet）および当社ホームページで公開し、適時

開示規則によらない情報についても、当社ホームページなどを

通じて提供しています。

証券アナリストや機関投資家向けには、四半期決算ごとに開催

する決算説明会やカンファレンスコールのほか、個別ミーティング

や電話会議を積極的に行っています。2021年度は新型コロナウイ

ルス感染症の影響によりWebも活用し、延べ回数で約200回実施

しました。また、例年は証券会社などが主催する個人投資家向け

の企業説明会に積極的に参加していましたが、新型コロナウイルス

感染症の影響で、対面での説明会が難しかったため、Live配信で

の説明会を実施しました。このような環境下でも、引き続き当社の

事業活動や経営戦略について理解を深めていただけるよう取り

組んでいます。

情報開示

■ 政策保有株式の保有状況

2022年3月末2018年3月末

保有銘柄数

貸借対照表計上額

連結純資産比率

111銘柄

1,671億円

31.6%

67銘柄

1,140億円

17.2%

当社は、主要なリスクの発生の可能性を認識したうえで発生の

予防に努め、発生した場合に的確に対処する体制を整備しています。

また、代表取締役社長を最高責任者、取締役専務執行役員である

経営戦略本部長を担当役員として、全社的リスク管理体制の構築

を進めるなど、リスク管理上の課題を経営戦略上の重要課題と捉え

取り組んでいます。さらに、監査役会と内部監査部門（業務監査部）

によって、リスクマネジメントにおける監査の実効性向上に努めて

います。

当社は、部分最適ではなく全体最適のリスクマネジメント活動を

目指し、2019年度よりERM（Enterprise Risk Management）を

導入しています。導入にあたり、リスクマネジメント最高責任者

（代表取締役社長）とリスクマネジメント統括責任者（取締役）を

選任しました。また、法務部をリスクマネジメントの主幹部署に定め、

「リスクマネジメント規程」を制定しERMを推進しています。

全社的リスクマネジメント（ERM）体制構築

基本的な考え方

（1）企業の安定的な事業継続と目標達成のため、社会に対して必要
な説明責任を果たしながら、当社および顧客をはじめとする
各ステークホルダーの損失を最小化することを目的に全社的
リスクマネジメント体制を整備し、推進する。

（2）各本部においては、「リスクアセスメントシート」などにより
自本部におけるリスクのアセスメントを行い、自律的にリスク
マネジメントを推進する。

（3）経営に著しく影響を与える重要・緊急と判断される主要なリスク
を特定し、全社を挙げてリスクマネジメントを推進する。

（4）リスクが発現した場合、被害の最小化と速やかな回復を図る
措置を講じ、問題の早期解決にあたる。

リスクの抽出 リスクの見直しリスクの評価・分類

法務部（ERM主幹部門）

リスクマネージャー

経営層へ
インタビュー

リスクを
洗い出し

ワークショップを実施

　法務部（ERM主幹部門）

リスクアセスメント
シートの精度を向上

新たなリスクを抽出

対応をモニタリング
（各部門や委員会へ
ヒアリング・推進支援）

● 対応責任者を選任
● 対応策を策定

■ ERM推進の流れ
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● 基本的な考え方
1.各本部長が各本部における「部門リスクマネジメント推進会議」

を各通じて、本部全体のリスクマネジメントを統括しています。

2.事業所長が日常のリスクマネジメントを行っています。

3.法務部がERMの観点から定期的に、各本部のリスクマネジ

メント状況をモニタリングしています。

なお、モニタリング結果は、経営会議（取締役、執行役員、部門

責任者などで構成）や、取締役会および監査役会へ報告して

います。

● リスクマネジメント推進会議
　各本部における「部門リスクマネジメント推進会議」では、「リスク

アセスメントシート」を用いて各本部のリスクアセスメントを行い、

課題を抽出し、重要度・緊急度に応じたリスク発現の防止策や、

リスク発現時の対応といった対策を検討・立案・実施し、自律的

なリスクマネジメントを推進します。リスクアセスメントシートは、

事業リスクだけでなく、環境、大規模災害、人権、薬事関連法令

や贈収賄関連リスクなど幅広いリスクを含んでいます。なお、

2021年度には、未特定のリスクの有無を点検するため、各本部

のリスクマネージャーを中心にボトムアップでリスク抽出（ボトム

アップヒアリング）を行いました。

● 環境問題に関わるリスクマネジメント体制
　環境問題に関わる事業リスクについてもERMの中で管理して

います。特に気候変動に関わるリスクについては、環境委員会の

もとに設置しているTCFDワーキンググループにてリスクと機会

の特定と評価を進めています。本ワーキンググループは法務部

の責任者も参加するとともに、全社リスクマネジメント委員会へ

進捗を報告することで、ERMと連携しています（P68参照）。

リスクマネジメント
● 主要なリスクへの対応
　経営会議において、重要・緊急と判断される主要なリスクを年度

ごとに特定し、全社を挙げて対策を検討・立案・実施し、モニタ

リングしています。なお、リスクが発現した場合は対応計画に

従い、被害の最小化と速やかな回復を図る措置を講じ、問題の

早期解決にあたります。

● 危機管理（Crisis Management）
　重大なリスクが発現した場合、必要に応じて代表取締役社長

が緊急対策委員会を立ち上げ、被害の最小化と速やかな回復

を図る措置を講じ、対応にあたります。

● リスクマネジメント教育
　リスクに対する意識浸透や感度向上のために、全社員を対象

にリスクマネジメントに関する教育を実施しています。

全社員を対象とした研修
リスクマネジメントの基礎知識と実践的なリスクマネジメントスキル
（リスクイシューの真因分析と管理手法など）についてのe-ラー
ニング教育を行っています（2020年度～2021年度）。

リスクマネージャーおよびマネジメント層への研修
社内役員、各本部のリスクマネージャーおよび一部の本部のリー
ダー層を対象にしたリスクマネジメント手法に関するワークショップ
を実施しています（2019年度～2020年度）。

■ ERMの基本方針

■ ERMの推進体制

事業と経営 価値創造 価値創造のための基盤 価値の保護 コーポレート・ガバナンスの向上 財務データ
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● 基本的な考え方
1.各本部長が各本部における「部門リスクマネジメント推進会議」

を各通じて、本部全体のリスクマネジメントを統括しています。

2.事業所長が日常のリスクマネジメントを行っています。

3.法務部がERMの観点から定期的に、各本部のリスクマネジ

メント状況をモニタリングしています。

なお、モニタリング結果は、経営会議（取締役、執行役員、部門

責任者などで構成）や、取締役会および監査役会へ報告して

います。

● リスクマネジメント推進会議
　各本部における「部門リスクマネジメント推進会議」では、「リスク

アセスメントシート」を用いて各本部のリスクアセスメントを行い、

課題を抽出し、重要度・緊急度に応じたリスク発現の防止策や、

リスク発現時の対応といった対策を検討・立案・実施し、自律的

なリスクマネジメントを推進します。リスクアセスメントシートは、

事業リスクだけでなく、環境、大規模災害、人権、薬事関連法令

や贈収賄関連リスクなど幅広いリスクを含んでいます。なお、

2021年度には、未特定のリスクの有無を点検するため、各本部

のリスクマネージャーを中心にボトムアップでリスク抽出（ボトム

アップヒアリング）を行いました。

● 環境問題に関わるリスクマネジメント体制
　環境問題に関わる事業リスクについてもERMの中で管理して

います。特に気候変動に関わるリスクについては、環境委員会の

もとに設置しているTCFDワーキンググループにてリスクと機会

の特定と評価を進めています。本ワーキンググループは法務部

の責任者も参加するとともに、全社リスクマネジメント委員会へ

進捗を報告することで、ERMと連携しています（P68参照）。

当社グループのリスクマネジメント

BCP（事業継続計画）

コーポレート・ガバナンスの向上

経営会議

リスクマネジメント委員会
（法務部）

リスクマネージャー 本部長・統括部長

事業所長

所長・室長・課長

一般社員

（部門）リスクマネジメント推進会議

● 新規リスク対応部署案作成
● 各部署リスク対応モニタリング
● 全社リスクアセスメント
● 全社「事業リスク」取りまとめ

● リスク対策検討・進捗確認
● 新規リスクの把握

リスクマネジメント最高責任者
リスクマネジメント統括責任者

報告・提案 決定・承認

連携

リスク対策の指示 リスク情報の報告

連携

連携

ボトムアップヒアリング

連携

ヒアリング
推進・サポート

■ リスクマネジメント体制

当社は、グループ全体のリスクマネジメントについて、各子会社

の自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件に

当社は、自然災害や重大事故などの発生時にも、業務への影響

を最小限にとどめて事業活動を継続し、中断した場合でも速やか

に復旧・再開できるよう、代表取締役社長を委員長とする緊急対策

委員会のもと、BCP対策本部を組織しています。また、平時のマネジ

メントとして、危機対応力と事業継続力の維持・向上を目的に、

経営戦略本部長（取締役専務執行役員）を委員長として事業継続

管理（BCM）を担うBCM委員会とその運営事務局を設置し、活動

を推進しています。

本社、東京ビル、各工場および各研究所には、非常用電源設備

や2回線受電など、災害に備えた設備を採用し、本社、東京ビル、

水無瀬研究所、山口工場には、地震対策のための免震装置を導入

しています。また、大規模災害に備え、拠点を大阪本社と東京ビル

に分散したことによる機能の2拠点化により、事業継続力が向上

しました。

BCM委員会では、大規模災害の発生を想定した訓練を実施し、

課題の抽出、計画の見直しを行い、BCP対応力の向上を図ってい

ます。

https://sustainability.ono.co.jp/ja/themes/82#916
BCP（事業継続計画）Web

● 主要なリスクへの対応
　経営会議において、重要・緊急と判断される主要なリスクを年度

ごとに特定し、全社を挙げて対策を検討・立案・実施し、モニタ

リングしています。なお、リスクが発現した場合は対応計画に

従い、被害の最小化と速やかな回復を図る措置を講じ、問題の

早期解決にあたります。

● 危機管理（Crisis Management）
　重大なリスクが発現した場合、必要に応じて代表取締役社長

が緊急対策委員会を立ち上げ、被害の最小化と速やかな回復

を図る措置を講じ、対応にあたります。

● リスクマネジメント教育
　リスクに対する意識浸透や感度向上のために、全社員を対象

にリスクマネジメントに関する教育を実施しています。

全社員を対象とした研修
リスクマネジメントの基礎知識と実践的なリスクマネジメントスキル
（リスクイシューの真因分析と管理手法など）についてのe-ラー
ニング教育を行っています（2020年度～2021年度）。

リスクマネージャーおよびマネジメント層への研修
社内役員、各本部のリスクマネージャーおよび一部の本部のリー
ダー層を対象にしたリスクマネジメント手法に関するワークショップ
を実施しています（2019年度～2020年度）。

ついての協議などを通じて、助言・指導を行っています。当社企業

グループ全体のリスクマネジメントをさらに充実させるため、

2020年度から当社のERM体制を国内外の子会社に拡大し、

2021年度には「リスクアセスメントシート」を用いたリスクアセス

メントを行いました。
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